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要旨
　本研究では、2000年と2010年に行われた日本総合的社会調査（JGSS）の個票データを利用し、都市と地
方における家族状況の差異や変化に着目しながら、居住地域や社会属性の違いによって形成する家族の形態
がどのように違うのかという視点から分析を行った。その際、居住地域として特に人口規模に着目し、「大
都市」「市部」「町村」の３種類に分類して分析することで、都市と地方における差異を明らかにした。ま
た、家族状況に関しては、特に若年層で「近代家族」を新たに形成している者の社会属性に着目して分析
し、それぞれの地域において「近代家族」を形成している者の社会属性にどのような違いがあるのかを明ら
かにする。その上で、現在の日本社会において「近代家族」が成立する社会的条件について、考察した。
　地域ごとに居住者や有配偶者の社会属性を分析した結果、地域によって異なる特徴が見られた。まず居住
者の社会属性に関しては、地域によって年齢や学歴に偏りが見られた。居住者の就労形態に関しては、いず
れの地域においても男女差が見られたが、大都市では20代における男女差が拡大傾向にあり、それ以外の地
域では縮小傾向にあることが明らかになった。
　次に、有配偶者の社会属性に関しては、全国的なマクロな傾向とは市部における傾向がそのまま表れたも
のである可能性が示された。また、全国的な傾向として、男性は地域や年代によらず「正規雇用・経営者」
であれば有配偶者となる割合が高いことが明らかとなった。女性は、男性と比べると就労形態や学歴の影響
が地域や年代によって異なることが多く、有配偶者のあり方が多様であることが示された。
　最後に、「近代家族」について、有配偶者のうち「近代家族」を形成する者の割合は地域や年代によって
異なることが明らかになった。「近代家族」は地方よりも都市において形成されやすいことが明らかにな
り、夫婦にとって頼りになる者が近くにいなければ、収入や子どもを育てる時間の両方を夫婦のみで確保し
なければならず、それゆえ子どもが生まれれば「近代家族」を形成せざるを得なくなるのだという傾向が示
された。そして現在の日本においては、「近代家族」はもはや「標準家族」とは言えず、多様な家族形態の
ひとつに過ぎないのだと結論づけた。

＜キーワード：家族　格差　都市と地方　JGSS＞
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序論

はじめに
　戦後、日本の家族構造は夫婦を中心とする核家族へと転換したとされている1。核家族世帯数は現在まで
増加し続けており2、「標準家族」として日本社会における家族の中心を占めてきた。このような議論は、
日本における「近代家族」論とされ、 家族規範の変化と捉えるものや、人口動態を重視するもの、性的役
割分業意識からなる就業率の男女比に着目するもの、福祉国家化や社会保障制度の面から捉えるものなど、
さまざまな立場から論じられてきた3。 千田(2011)が述べるように、「近代家族の定義は、論者の数だけ存
在する」と言っても過言ではないだろう4。しかし、彼らの主張は共通する論点がある。 それは「近年、近
代家族を成立させていた基盤や条件が崩れつつあり、その結果として家族の多様化と個人化が出現してい
る」というものである5。
　日本社会全体の傾向として見れば、その通りであろう。1990年代以降に見られる、未婚率の上昇、離婚
率の上昇と母子世帯数の増加、出生率の減少、女性の就業率の上昇、単身世帯数の増加といったの現象は、
「近代家族」を成立させる前提となっていた社会的基盤が崩れていることを示していると言える。
　しかし、日本の家族構造は時間的に単一に変化するものではなく、長期間にわたる地域的な違いが見られ
ることが実証研究から指摘されている6。 事実、都道府県や市区町村によって現在の家族構造は大きく異な
っている7。
　そこで、次のような疑問点があげられる。まず、「近代家族」を成立させる基盤が崩れていると言って
も、それは全体傾向としての一面的な変化に過ぎないのではないか。例えば、単身世帯の８割は人口が集中
する都市部に居住している。また、それと同時に、人口が集中していない地方に居住する高齢単身世帯の実
数は増加していると考えられている8。このように、都市と地方とでは家族状況が異なるため、日本社会にお
ける全体傾向としての変化に着目するだけでは、家族状況の変化を捉えることはできない。では、実態はど
うなっているのだろうか。
　また、「近代家族」がもはや「標準家族」とは言えなくなった現代においても、「標準家族」とされてき
た形態の家族を新たに形成する人たちは存在する。これを仮に、家族状況における「格差」と捉えれば、こ
の格差は広がりつつあると言える。では、現在の日本社会において「近代家族」を成立させるための条件と
は何なのか。

1 森岡(1993)などを参照。
2 国立社会保障・人口問題研究所「人口統計資料」（2014年版）を参照。ただし、全世帯数における核家族
世帯数の割合は、1975年をピークに減少を続けている。
3 例えば、目黒(1987，2007)、落合(2004)、山田(2005)、千田(2011)など。
4 千田(2011): 62．
5 こうした議論は山田(2014)にまとめられている。
6 清水(1982)、伊藤(1988)を参照。
7 2005年の「国勢調査」によれば、例えば、東京都では全世帯における核家族世帯の割合が51.0％（全国
46位）、単独世帯の割合が42.5％（同１位）の割合であるのに対し、奈良ではそれぞれ64.9%（同１位）、
20.9％（同47位）になっている。湯沢・宮本(2008)：23を参照。
8 藤森(2010): 63-66を参照。
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　このような疑問に対し、本研究では、都市と地方における家族状況の差異や変化に着目することで、家族
状況の変化や現状を捉えたい。さらに、実際に「近代家族」を新たに形成している若い人びとの社会属性に
着目し、どのような特徴があるのかを明らかにすることで、現在の日本社会における「近代家族」の成立条
件について分析を試みたい。

概要
　本研究では、都市と地方における家族状況の差異や変化に着目し、居住地域や社会属性の違いによって形
成する家族の形態がどのように違うのかという観点から分析を行う。その際、居住地域として特に人口規模
に着目し、「大都市」「市部」「町村」の３種類に分類して分析することで、都市と地方における差異を明
らかにする。
　本研究は、既存の研究で指摘されている、都市化と核家族化の連関性や、結婚状況に関する地域格差など
を検証するものとして位置づけられる。家族状況の地域差に着目した既存の研究は、「国勢調査」や「人口
動態統計」や「世帯動態調査」といった、全国的な全体動向を把握するための調査データを用いたものがほ
とんどであり、それゆえ扱える分析の対象にデータ上の制約があった。そこで本研究では、日本総合的社会
調査（以下「JGSS」と表記）の個票データを利用することで、より細かな分析および考察を試みる9。

先行研究
　家族状況について地域による差異を分析した研究としては、まず、「国勢調査」や「世帯動態調査」など
のデータを用いたものがあげられる。
　由井(2005)は、近年に見られる家族類型の多様化に着目し、地域的差異を分析し地図化を試みている。こ
れを受けて藤森(2010)は、近年の単身世帯の増加に着目している。都道府県や年齢階層による分類によっ
て、単身世帯の割合や未婚率などの差異を分析しており、親との同居率が未婚率に与える影響を指摘してい
る。
　また、 未婚化・晩婚化の地域差に着目した研究に関しては、工藤(2011，2012)にまとめられている。こ
れによれば、家族類型を形成する社会的な構造が地域によって異なることが、農村社会学・民俗学・文化人
類学・家族社会学のそれぞれの立場から指摘されてきたと述べられている。その上で、地域における人口性
比が「人口流出要因」「人口引き留め要因」として機能し、未婚率に影響を与えることを明らかにしてい
る。さらに、小山(2012)は、動態調査を用いることで家族類型の時間的な変化を地域ごとに分析し、単独世
帯の発生や家族類型の変化に、地域固有の特徴が認められることを明らかにしている。
　このように、全国的な統計調査によるデータから、家族状況の地域的な差異を分析する研究は盛んに行わ
れてきた。しかし、これらの研究ではデータ上の制約により、対象となる地域の分析単位が都道府県になっ
てしまう。由井(2005)や藤森(2010)など、都道府県を「大都市圏」「非大都市圏」に分類して分析を行って
いる研究もあるが、同じ都道府県の内部においても地域によって人口規模は大きく違うため、都市と地方に
おける差異や変化を明らかにすることは難しい。
　次に、JGSSを用いた家族状況についての研究としては、さまざまな観点から分析されている。

9 JGSSとは、大阪商業大学JGSS研究センター（文部科学大臣認定日本版総合的社会調査共同研究拠点）
が、東京大学社会科学研究所の協力を受けて実施している研究プロジェクトであり、「生活と意識について
の国際比較調査」という形で2000年以降ほぼ毎年、連続的に行われている全国調査である。
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　佐藤(2005)は2003年の調査によるデータを用いて、働き方とライフスタイルの関係を分析している。その
過程で働き方による結婚状況の差異を分析し、20代～30代の男性では「臨時・パート・アルバイト」、女
性では「常用雇用」で既婚率が最も低いことを明らかにしている。
　岩井(2011)は、2000年から2010年までの８つの調査によるデータから、継続的に尋ねた85項目の変数を
用いて、変化のトレンドを記述している。女性の就業率が全体として高まっているが、一方で、若年層にお
ける非正規雇用や無職の割合の拡大、未婚率の増加、それによる未婚成人子の親との同居の増加を指摘して
いる。
　この他にも、JGSSを用いた家族状況についての研究は数多く存在している。しかし、地域差に着目して家
族状況の差異や変化を分析したもの、特に変数として「市郡規模」に着目したものは見当たらなかった10。

研究方法
　本研究では、2000年および2010年に行われたJGSSの個票データを利用し、分析を行う。
　JGSSは、全国に住む20～89歳の者を対象にした社会調査であり、回答者の住居地域として市郡規模が明
らかにされている。そこで、この市郡規模を変数として用いることで、都道府県単位ではなく、都市と地方
での差異を分析する。具体的には、地域を市郡規模に応じて「大都市」「市部」「町村」の３種類に分類
し、それぞれの地域における家族状況について分析を行う。
　また、家族状況に関しては、特に若年層で「近代家族」を新たに形成している者の社会属性に着目して分
析する。「近代家族」の定義については後述するが、それぞれの地域において「近代家族」を形成している
者の社会属性にどのような違いがあるのかを明らかにする。その上で、現在の日本社会において「近代家
族」が成立する社会的条件について、考察する。

本研究の限界
　まず、質問票による社会調査である以上、JGSSのデータには回答者に偏りがあることは否めない。ま
た、個票データのサンプル数には限りがあり、2000年では2893件、2010年では5003件である。そのた
め、あまり分類を細かくしすぎると分析対象のデータ数が少なくなり、分析結果の正確性が失われてしまう
可能性がある。

分析する上での定義
　前述の通り、なにをもって「近代家族」と見なすのかについては、議論が分かれるところである。そこで
本研究では、JGSSの質問やデータの特質を踏まえた上で、筆者が独自に「近代家族」を定義した。また、
JGSSの調査では、2000年と2010年とで質問項目が完全に一致しているわけではないため、本研究に用いる
変数に関してはデータの加工を行った。
　まず、本人と配偶者の就労形態に関して、「正規雇用・経営者」「非正規雇用」「自営業・家族従事者」
「無就労」に分類した。分類の方法は、次の通りである。なお、配偶者に関しては、「無就労」以外は本人

10 家族状況についての分析ではないが、地域差に着目した研究としては、教育収益率の地域差を分析した平
木(2011)などがあげられる。また、変数として「市郡規模」に着目した研究はあまり見当たらなかったが、
塩谷(2013)は「市郡規模」を独立変数の一つとして用いて、地域防災の集合効力感に対する社会関係資本の
効果を検討している。
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と同様に分類し、「先週の就労経験」11という変数が「仕事をしていない」である者を「無就労」とした。

　JGSS-2000：「就労地位」が、
「経営者・役員」「常時雇用の一般従業者・役職なし」「常時雇用の一般従業者・職長・班長・組
長」「常時雇用の一般従業者・係長・係長相当職」「常時雇用の一般従業者・課長・課長相当職」
「常時雇用の一般従業者・部長・部長相当職」「常時雇用の一般従業者・役職はわからない」なら
ば、「正規雇用・経営者」
「臨時雇用パート・アルバイト」「派遣社員」「内職」ならば、「非正規雇用」
「自営業主・自由業者」「家族従業者」ならば、「自営業・家族従業者」
「非該当」ならば、「無就労」

　JGSS-2010：「就労形態」が、
「経営者・役員」「常時雇用の一般従業者」ならば、「正規雇用・経営者」
「臨時雇用（パート・アルバイト・内職）」「派遣社員」ならば、「非正規雇用」
「自営業主・自由業者」「家族従業者」ならば、「自営業・家族従業者」
「非該当」ならば、「無就労」

　次に、既婚者に関して、本人と配偶者の就労形態の組み合わせに応じて、「夫働き型」「妻働き型」「共
働き型」「自営業型」「無就労型」の５つの働き方による世帯の分類を行った。分類の方法は、次の通りで
ある。

　その上で、年齢が20歳から39歳までの者のうち、次の全ての条件を満たしている者を、「近代家族」を新

11 この変数は、2000年と2010年に共通のものである。
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たに形成する者として捉え、分析の対象とする12。
　（１）現在、配偶者がいる（ただし、離婚を前提に別居中の場合は除く）。
　（２）夫婦のみの世帯、もしくは、夫婦と子どもからなる世帯である13。
　（３）「夫働き型」の世帯である。

　また、地域の分類に関しては、「市郡規模」の変数を用いて分類する。 JGSSのデータでは、調査時点で
の市郡規模と、2000年時点での市郡規模のデータが提供されている。そこで、 2000年以降に行われた市町
村合併（いわゆる「平成の大合併」）に伴う「見せかけの都市化」の影響を取り除くために、 本研究では
2000年時点での市郡規模を分析の対象とする。その上で、JGSSのデータで「13大市」となっている地域を
「大都市」14、「その他の市」となっている地域を「市部」、「町村」となっている地域を「町村」とし
て、それぞれの地域に関して分析を行う。

12 本研究で対象にしたいのは、「近代家族」を“新たに”形成した者である。そこで、「近代家族」を“すで
に”形成している者を対象から除くために、年齢を若年層に限定した。また、子どもがいる場合、子どもの
年齢が20歳前後までであることを想定しており、本研究ではそれ以上の年齢の子どもと同居している場合に
は「近代家族」に含まないものとして扱う。このような考えのもと、定義した。
13 データ加工の点から換言すると、有配偶者のうち「配偶者や子ども以外の者とは同居していない」者を
「夫婦のみの世帯、もしくは、夫婦と子どもからなる世帯」として定義した。
14 具体的には、札幌市、仙台市、千葉市、東京都区部、川崎市、横浜市、名古屋市、京都市、大阪市、神戸
市、広島市、北九州市、福岡市の１区12市である。
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第１章 日本社会全体における家族状況の変化

1-1: はじめに
　本章では、日本社会全体を対象にして、家族状況の現状や2000年以降における変化を分析する。
　なお、前述の通り、本章で扱う対象のサンプル数は、2000年では2893件、2010年では5003件である。

1-2: 全体動向
　本節では、全国に住む人びとの社会属性について、2000年から2010年における全体的な動向や変化を明
らかにする。
　まず、20代から50代までの有配偶者の割合に関して、分析する1516。この年代全体において、有配偶者率
は男女ともにわずかながら低下している。男性では30代、女性では50代でのみ、わずかに増加しているが、
概ね減少傾向にあると言える。また、男性も女性も、20代では有配偶者率が低いが、30代になると大幅に
高くなる。全国的な動向として、20代のうちに結婚する者は少数であり、30代になってから結婚する者が多
いのだと考えられる。

　次に、就労形態の割合の変化を見る17。男性では、20代から50代までの全ての年代において「正規雇用・
経営者」が主要な就労形態であることが確認できる。しかし一方で、20代では「正規雇用・経営者」が
66.9％から49.3％に大きく減少している。その分、他の雇用形態の割合が増えており、特に「無就労」が
14.9％から27.8％に増大しているのが目立つ。「非正規雇用」の割合は30代以外の年代で増加している。一
方で、「自営業・家族従業者」の割合は20代以外の年代で減少している。また、「無就労」の割合に着目す
ると、50代以外の年代では増加しており、全体として見ると無就労者の割合が増えていることになる。
　女性では、2000年から2010年にかけて、20代では「正規雇用・経営者」の割合が51.0％から41.7％に、

15 分析にあたって、「有配偶者でない」者には未婚者だけでなく、離別や死別によって配偶者のいない者も
含まれている。そのため、ここでの分析対象は「調査時点で配偶者のいる」者に限定されている。次章以降
も同様。
16 20代から50代までと年齢を限定しているのは、60代以降では「死別」によって無配偶者の割合が増加す
るためである。次章以降も同様。
17 60代以上になると、多くの者が定年退職などで「無就労」となるため、ここでも20代から50代までを分
析の対象とする。次章以降も同様。
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「自営業・家族従業者」の割合が4.3％から0.8％に減少しており、その分「非正規雇用」「無就労」の割合
が増大している。その一方で、30代では「正規雇用・経営者」の割合が23.5％から33.6％に増大しており、
40代、50代でも微増が見られる。「非正規雇用」の割合は30代以外の全ての年代で増大しており、また
「自営業・家族従業者」の割合は全ての年代で減少している。「無就労」の割合に着目すると、20代では増
加、30代では減少、40代では減少、50代では増加している。
　男性と女性を比較すると、就労形態のジェンダー的差異の大きさが確認できる。ただし、20代に限って言
えば、「正規雇用・経営者」の割合は共に大きく減少しているものの、男性での減少幅が大きく、それゆえ
に差異は縮んでいるように見える。一方で、「非正規雇用」「無就労」の割合が増大している点は、男女で
共通している。これらの変化は、就労形態の日本社会全体におけるトレンドとして捉えられる。

　そこで次に、20代と30代における学歴と就労形態の関連に着目したい。20代男性では、どの学歴でも
「正規雇用・経営者」の割合が大きく減少していると同時に、「自営業・家族従業者」「無就労」の割合が
増加している。「非正規雇用」でのみ学歴によって増減傾向の違いが表れ、それぞれ微かな変化ではあるが
「中学・高校卒」「大学・大学院卒」で増加、「短大・高専卒」で減少している。一方30代男性では、どの
学歴でも「無就労」の割合が微増してはいるが、「正規雇用・経営者」の割合の大きな減少は見られず、
「短大・高専卒」では増加、「大学・大学院卒」では微減となっている。また、どの学歴でも「非正規雇
用」の割合は減少しており、「自営業・家族従業者」の割合は「中学・高校卒」でのみ増加し、それ以外で
は減少している。 
　続いて、20代女性では、どの学歴でも「正規雇用・経営者」の割合が大きく減少していると同時に、「非
正規雇用」の割合が「中学・高校卒」「短大・高専卒」で大きく増加している。「自営業・家族従業者」の
割合もどの学歴でも減少しているが、「無就労」で学歴による増減傾向の違いが見られ、「短大・高専卒」
では減少、「大学・大学院卒」では著しく増加している。一方30代女性では、どの学歴でも「正規雇用・経
営者」の割合が増加していると同時に、「無就労」の割合が減少している。「非正規雇用」「自営業・家族
従業者」で学歴による増減傾向の違いが見られたが、特に「短大・高専卒」での変化がはっきりしており、
「非正規雇用」の割合が大きく増加していると同時に、「自営業・家族従業者」の割合が大きく減少してい
る。
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　年代別でみると、20代では男女ともに「正規雇用・経営者」の割合が大きく減少している点で共通してい
る。特に「大学・大学院卒」では、 男女ともに「正規雇用・経営者」で大きく減少、「無就労」で大きく
増加しており、ここから高学歴者の就職難の問題が背景にあるのではないかと推察される。一方30代では、
学歴による就労形態の違い以上に、性別による就労形態の違いの方が目立つ。30代女性において、「無就
労」の割合は減少傾向にあるが、それでも2010年時点でどの学歴でも３割以上となっており、また「正規
雇用・経営者」の割合は増加傾向にあるものの、「大学・大学院卒」の高学歴女性であっても５割未満であ
る。 20代と30代で変化の傾向に明らかな違いが見られたが、ここから、20代においては就労形態のジェン
ダー的差異は縮まりつつあるが、一方で30代においては差異がまた開いているのではないか、と考えられ
る。

1-3: 有配偶者の社会属性
　本節では、全国における20代から40代までの有配偶者の社会属性の変化を分析する18。どのような社会属
性にあれば配偶者を持つに至るのかという観点から、学歴や就労形態といった社会属性に着目して、分析を
行う。いわば「近代家族」が成立する社会的条件の前提として、有配偶者の成立条件を明らかにしたい。 
また、働き方による世帯の類型化を行い、それぞれの世帯の割合を分析する。
　まず、学歴による有配偶者率を分析する。男性では、20代に着目すると、2000年時点では学歴によらず
ほぼ横ばいであったのが、2010年時点では「中学・高校卒」で増加、「大学・大学院卒」で減少している
ために、差が開いている。30代においては、大きな変化が見られず、40代では「中学・高校卒」「大学・大
学院卒」で減少、「短大・高専卒」で増加となっている。

18 分析対象を20代から40代までに限定したのは、生涯未婚率が50歳時での未婚率で測られるからである。
50歳までに結婚しない者が「生涯未婚者」として見なされているのならば、配偶者を持つに至るのは50歳
未満までの年代であろう、と判断した。次章以降も同様。
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　一方女性では、20代の「大学・大学院卒」における有配偶者率の低さが目立つ。10年間で8.3％から
17.6％に上昇しているものの、2010年時点で「中学・高校卒」「短大・高専卒」では共に４割近くなって
いるため、20代女性において学歴の影響は大きいと言える。30代と40代では学歴によらず減少傾向にある
ものの、減少幅に差が見られ、30代では10年間で差が広がっている一方、40代では逆に差が縮まってい
る。

　続いて、 就労形態による有配偶者率を分析する。男性では、年代によらず「正規雇用・経営者」「自営
業・家族従業者」で有配偶者率が高く、「非正規雇用」「無就労」では低い。この傾向は、2000年と2010
年のどちらの時点でも、概ね変わらない。「非正規雇用」「無就労」の有配偶者率に着目すると、ともに
20代では著しく低いが、30代になると大きく増加する傾向にある。ただし、30代の「無就労」と40代の
「非正規雇用」では、有配偶者率が10年間で大きく減少している。また、どの年代でも「正規雇用・経営
者」では増加傾向にあるのに対し、その他の就労形態では概ね減少傾向にある。
　一方女性では、「正規雇用・経営者」の有配偶者率を他の就労形態と比較すると、年代によらず低い傾向
にある。細かく見ると、20代では増加しているが、30代と40代で減少しており、特に40代での減少が著し
い。男性と同じく30代になると有配偶者率が大きく増加するが、それでも「正規雇用・経営者」では５割か
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ら６割にとどまっており、また、30代ではどの就労形態でも減少している。「無就労」の有配偶者率に着目
すると、 20代と30代では減少しているものの、年代によらず他の就労形態と比べて高い傾向にある。
　以上の分析から、配偶者をもつに至る社会的条件について、考察を行う。男性では、配偶者をもつに至る
か否かは、学歴以上に就労形態による影響が大きいと考えられる。男性の多くは、20代のうちにはまだ結婚
せず、30代になってから結婚していくようである。ただし、それでも就労形態によって大きな差が見られ、
「非正規雇用」「無就労」の者は年齢が上がっても有配偶者率があまり増加しないようである。また、どの
年代でも「正規雇用・経営者」でのみ有配偶者率が増加し、他は概ね減少傾向にあることから、就労形態に
よる差はますます広がっていると言える。
　一方女性では、20代のうちは学歴と就労形態のどちらの影響も大きく、30代と40代では学歴による影響
が小さくなり就労形態による影響が大きくなるのだと考えられる。「正規雇用・経営者」の有配偶者率は、
20代で特に低いのが目立つが、30代以降も他の就労形態と比べると低いままである。これは、30代以降で
は、「正規雇用・経営者」という就労形態では結婚する者が少ないという側面と、結婚してからも「正規雇
用・経営者」を続ける者が少ないという側面の、両方が考えられる。ただし、男性と比べると、学歴や就労
形態によらず30代以降の女性の多くは配偶者をもつに至っていると言える。　
　次に、働き方によって世帯の類型化を行い、それぞれの類型世帯の割合を分析する。「夫働き型」「共働
き型」の割合に着目すると、2000年から2010年にかけて「夫働き型」の割合は、20代では減少している
が、30代と40代では微増となっている。一方「共働き型」の割合は、年代によらず増加している。また、
2000年時点でも2010時点でも、年代が上がるにつれて「夫働き型」の割合は減少する傾向にあるのに対し
て、「共働き型」の割合は増加する傾向にある。「自営業型」の割合も、年代が上がるにつれて増加する傾
向にあるが、2000年から2010年にかけてどの年代でも減少している。つまり、年代が上がるにつれて、
「夫働き型」を維持するのが難しくなり、他の働き方、特に「共働き型」となる者が少なくないのではない
かと考えられる。

　以上、本章では日本社会全体の現状と変化を確認した。次章より、大都市、市部、町村のそれぞれの地域
ごとに、家族状況の現状と変化を分析していく。
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第２章 大都市における家族状況の変化

2-1: はじめに
　本章では、大都市に住む人びとを対象にして、家族状況の現状や変化を分析する。
　なお、大都市に住む人びとのサンプル数は、2000年では535件、2010年では943件である。

2-2: 居住者の社会属性
　本節では、大都市に住む人びとの社会属性について、現状と2000年から2010年にかけての変化を明らか
にする。
　まず、大都市に住む人びとの年代ごとの割合を分析する。男性では、60代以降の高齢者の割合が増加して
いるのが目立つ。女性では、60代の割合が増加しているものの、70代と80代の割合は減少している。また
男女ともに、20代と50代の割合が減少し、40代の割合が増加している。また、2010年時点で、20代と30代
の若年層の割合は男女ともに３割未満であり、60代以降の高齢者の割合は３割から４割ほどになっている。

　続いて、20代から50代の学歴について分析する19。大都市に住む人びとには学歴に偏りがないか、年代ご
とに学歴の割合を分析する。
　「大学・大学院卒」の割合は2000年から2010年にかけて、男性では、20代では29.0％から64.5％に大き
く増加、30代では51.2％から51.4％と横ばい、40代では25.0％から54.4％に大きく増加、50代でも45.0％
から51.0％に増加しており、増加傾向にあると言える。女性でも、20代では26.3％から50.0％に大きく増
加、30代では25.0％から26.7％に微増、40代では23.3％から29.6％に増加、50代でも10.3％から22.0％に
増加しており、男性と同じく増加傾向にある。また、男性の「大学・大学院卒」の割合は、2010年時点で
はどの年代でも５割以上となっており、高学歴化が進んでいると言える。
　一方女性では、2010年時点で20代では「大学・大学院卒」の割合が５割に達しているものの、他の年代
では２割から３割程度にとどまっており、「中学・高校卒」「短大・高専卒」への分散が見られる。

19 ここでは、新制学校についてのみを扱いたいため、分析の対象を20代から50代までに限定した。また、
新制学校における学歴を「中学・高校卒」「短大・高専卒」「大学・大学院卒」に分類し、分析を行った。
次章以降も同様。
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　次に、20代から50代までの有配偶者の割合に関して、分析する。2000年から2010年にかけて、男性で
は、30代と40代では増加しているものの、50代では減少している。一方女性では、どの年代でも減少傾向
にあり、特に30代での大幅な減少が目立つ。大都市における変化を全国と比較すると、男性では、20代か
ら50代までの全体で、2000年時点は全国の69.1％に対して61.0％と低かったが、2010年時点では全国の
67.2％に対して67.2％と、その差は縮小している。女性では、年代ごとの変化の傾向は全国の動向に近い
が、50代における減少が目立っている。

　最後に、20代から50代の就労形態について分析する。男性では、全国での特徴と同じように、全ての年
代において「正規雇用・経営者」が主要な就労形態であり、2010年時点では20代で51.1％、30代で
86.1％、40代で74.7％、50代で73.9％となっている。ただし、全国では見られた20代における「正規雇
用・経営者」の割合の大幅な減少や、「無就労」の割合の大幅な増大は、大都市では見られない。しかし、
「無就労」の割合に関して言えば、全国で2000年時点では14.9％、2010年時点では27.8％だったが、大都
市では2000年時点ですでに28.6％と高く、2010年時点では33.3％となっており、この点では全国的な変化
の傾向を先取りしていたと言える。
　女性では、2000年から2010年にかけて、20代では「正規雇用・経営者」の割合が48.9％から45.2％に、
「非正規雇用」の割合が31.1％から24.2％に、「自営業・家族従業者」の割合が4.4％から0.0％に減少して
おり、その分「無就労」の割合が15.6％から30.6％に大きく増大している。その一方で、「無就労」の割合
は20代以外の全ての年代で減少している。また、「正規雇用・経営者」の割合は30代では15.0％から
28.7％に増加、40代と50代でも微増しており、この２つの就労形態に関しては、20代とそれ以外の年代で
は異なる変化の傾向が見られる。「非正規雇用」の割合は40代でのみ22.0％から40.7％に大きく増加して
おり、40代以外の全ての年代では減少している。また、「自営業・家族従業者」の割合は50代では微増して
いるものの、それ以外の全ての年代では減少している。
　男性と女性を比較すると、全国と同じく、就労形態のジェンダー的差異が確認できる。全国では、20代に
おいて「正規雇用・経営者」の割合の男女差が縮小しているように見えたが、大都市ではそのような傾向が
見られない。20代では男女ともに「正規雇用・経営者」の割合が減少しているが、大都市では全国傾向とは
異なり、男性よりも女性の方が減少幅が大きいため、むしろ男女差は拡大していると言える。また、全国で
は男女で共通して見られた20代における「非正規雇用」の割合の増加は、大都市では見られず、男女共に減
少している。
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2-3: 有配偶者の社会属性
　本節では、大都市における20代から40代までの有配偶者の社会属性について分析する。まず、有配偶者の
学歴や就労形態といった社会属性に着目して分析を行い、大都市において配偶者をもつに至る社会的条件に
ついて考察する。次に、働き方による世帯の類型化を行い、それぞれの世帯の割合を分析する。
　まず、学歴による有配偶者率を分析する。男性では、2000年から2010年にかけて、20代においては「中
学・高校卒」における有配偶者率が23.1％から62.5％に大きく増加、「短大・高専卒」では33.3％で横ば
い、「大学・大学院卒」では33.3％から20.0％に減少しており、学歴による差が広がったと言える。30代
では、「中学・高校卒」では68.8％から83.3％に増加、「短大・高専卒」では75.0％から60.0％に減少、
「大学・大学院卒」では66.7％から77.8％に増加している。40代では、「中学・高校卒」では65.2％から
60.9％に減少、「大学・大学院卒」では75.0％から83.7％に増加している20。20代では学歴による有配偶者
率の差が見られたが、30代以降は学歴によらず全体として有配偶者率が上昇するため、学歴の影響は低いと
言える。
　一方女性では、全国傾向と同じく20代の「大学・大学院卒」における有配偶者率の低さが目立つ。2000
年から2010年にかけて0.0％から15.4％に増加しているものの、2010年時点で「中学・高校卒」では
54.5％、「短大・高専卒」では40.0％となっているため、20代女性において学歴の影響は大きいと言え
る。また、30代と40代においては「大学・大学院卒」でのみ有配偶者率の増加が見られ、30代では80.0％
から85.0％、40代では80.0％から87.1％に増加しており、「中学・高校卒」「短大・高専卒」では減少傾
向にある。そのため大都市において、女性では学歴の影響が大きいが、20代と30代以降とでは逆の影響を
与えているのだと考えられる。
　続いて、 就労形態による有配偶者率を分析する。男性では、年代によらず「正規雇用・経営者」で一貫
して有配偶者率が高くなり、2010年時点で20代では43.5％、30代では79.0％、40代では83.1％となってい
る。また、30代と40代においては、2000年から2010年にかけて、有配偶者率はどの就労形態でも概ね増加
傾向にある。ただし、2010年時点において、30代では就労形態によらず有配偶者率が６割以上となってい
るが、40代では「非正規雇用」で50.0％、「無就労」で20.0％と、他の就労形態と比べて低くなってい
る。つまり、有配偶者率に対する就労形態の影響は、40代で大きくなっていると言える。
　一方女性では、2000年から2010年にかけて、有配偶者率が20代の「正規雇用・経営者」では13.6％から
28.6％に増加、「非正規雇用」では37.5％から20.0％に減少、「無就労」でも57.1％から26.3％に減少し
ている21。2010年時点で「正規雇用・経営者」の有配偶者率が最も高くなっており、有配偶者率に対する就
労形態の影響が大きい。しかし、30代では、2010年時点において「正規雇用・経営者」では39.1％、「非
正規雇用」では57.1％、「無就労」では90.3％となっており、20代とは逆の影響が見られる。また、40代
では、2000年から2010年にかけて「無就労」でのみ有配偶者率が増加しており、84.2％から93.5％になっ
ている。それ以外の就労形態では減少傾向にあり、また2000年と2010年のどちらの時点においても「無就
労」の有配偶者率が最も高かった。
　つまり、大都市における有配偶者率に対する就労形態の影響は、男性では、年代によらず「正規雇用・経

20 「短大・高専卒」では、サンプル数が少ないためか、0.0％（絶対数0）から100.0％（絶対数13）と極端
な変化が見られる。
21 2010年時点において、大都市における20代女性「自営業」に該当する者は、存在しなかった。そのた
め、変化を見ることができなかった。
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営者」のプラスの影響が大きく、また40代ではそれに加えて「非正規雇用」「無就労」のマイナスの影響が
大きいのだと考えられる。また女性では、20代では「正規雇用・経営者」のプラスの影響が大きいが、30
代では逆にマイナスの影響が大きくなり、加えて30代では「非正規雇用」「無就労」、40代では「無就
労」のプラスの影響が大きくなるのだと考えられる。
　以上の分析結果から、大都市において配偶者をもつに至る社会的条件について、考察を行う。配偶者をも
つか否かに対して、男性ではどの年代でも就労形態の影響が主な要因となる。また、全国傾向とは異なり、
年代によって学歴による影響が別の形で働いているのだと考えられる。一方女性では、年代によって学歴と
就労形態の両方が、それぞれ別の形で働いているのだと考えられる。そして、大都市において配偶者をもつ
に至りやすい条件とは具体的には、男性では、20代では「正規雇用・経営者」であり「大学・大学院卒」
でない、30代では「正規雇用・経営者」である、40代では「正規雇用・経営者」であり「非正規雇用」
「無就労」でない、ということになる。また女性では、20代では男性と同じく「正規雇用・経営者」であ
り「大学・大学院卒」でない、30代では「正規雇用」でなく「中学・高校卒」「短大・高専卒」でない、
40代では「無就労」であり「中学・高校卒」「短大・高専卒」でない、ということになる。
　次に、働き方によって世帯の類型化を行い、それぞれの類型世帯の割合を分析する。「夫働き型」「共働
き型」の割合に着目すると、2000年から2010年にかけて、「夫働き型」の割合は30代で増加、20代と40
代では減少している。一方「共働き型」の割合は、20代では微増、30代では減少、40代では増加してお
り、「夫働き型」と「共働き型」における年代ごとの変化の傾向は逆になっている。また、「自営業型」の
割合は、2000年時点でも2010時点でも、年代が上がるにつれて増加する傾向にある。20代のうちは「共働
き型」の割合が６割近くで最も高くなるが、30代や40代になると「夫働き型」や「自営業型」が増加す
る。つまり、20代のうちは「共働き型」で、30代や40代になって他の就労形態に変わる、という者が少な
くないのではないかと考えられる。

2-4: 「近代家族」形成者の社会属性
　本節では、大都市において「近代家族」を形成している者の社会属性について分析する。前述した通り本
研究では、「近代家族」を新たに形成する者を、（１）20代と30代の有配偶者のうち、（２）夫婦のみも
しくは夫婦と子どもからなる世帯を形成しており、かつ（３）働き方による世帯類型が「夫働き型」となる
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者、と考えて分析の対象とする。また、分析結果を踏まえた上で、大都市において「近代家族」を成立させ
る社会的条件について、考察する。
　まず、大都市において、「近代家族」を形成する者がどれくらいの割合で存在しているのかを分析する。
2000年時点で「近代家族」を形成しているのは、20代全体のうち10.2％、20代有配偶者のうち39.1％であ
り、30代全体のうち28.9％、30代有配偶者のうち39.3％である。また2010年時点では、20代全体のうち
4.7％、20代有配偶者のうち19.2％であり、30代全体のうち38.2％、30代有配偶者のうち52.3％である。
2000年から2010年にかけての変化を見ると、「近代家族」を形成する者の割合は、20代では大きく減少
し、30代では増加している。また、2010年時点では30代有配偶者のうち５割以上が「近代家族」を形成し
ており、割合として多くなっているのがわかる。
　そこで次に、大都市に住む有配偶者が「近代家族」を成立させる前提として、夫婦のみもしくは夫婦と子
どもからなる世帯、および「夫働き型」世帯が成立する社会的条件について考察したい。
　まず、20代と30代の配偶者のうち、夫婦のみもしくは夫婦と子どもからなる世帯を形成する者の割合を
分析する。2000年時点では、20代では95.7％、30代では88.7％である。また2010年時点では、20代では
88.5％、20代では92.7％である。2000年から2010年にかけて、20代では減少し、30代では微増してい
る。ただ、いずれにせよ、大都市に住む有配偶者のうちの９割近くが配偶者や子ども以外の者とは同居せ
ず、夫婦のみもしくは夫婦と子どもからなる世帯を形成していることになる。
　次に、 20代と30代の有配偶者における「夫働き型」世帯の形成者について、特に「共働き型」世帯の形
成者と比較しながら、夫の学歴、妻の学歴について分析する22。
　まず、夫の学歴における「夫働き型」世帯の割合について分析する。「共働き型」世帯の割合と比較する
と、2010年時点では、20代では学歴によらず「夫働き型」よりも「共働き型」の割合の方が高くなり、
「夫働き型」の割合は「中学・高校卒」では40.0％、「短大・高専卒」では0.0％、「大学・大学院卒」で
は25.0％となっている。一方、30代では年代によらず「共働き型」よりも「夫働き型」の割合の方が高くな
り、「夫働き型」の割合は「中学・高校卒」では67.9％、「短大・高専卒」では14.3％、「大学・大学院
卒」では47.9％となる。つまり、「夫働き型」か「共働き型」かを決定する要因として、夫の学歴による影
響は小さいものと考えられる。
　次に、妻の学歴における「夫働き型」世帯の割合について分析する。「共働き型」世帯の割合と比較する
と、2010年時点では、20代では「短大・高専卒」「大学・大学院卒」において「夫働き型」よりも「共働
き型」の割合の方が高くなり、「夫働き型」の割合は「短大・高専卒」では33.3％、「大学・大学院卒」で
は0.0％となっている。一方、30代では「短大・高専卒」において「共働き型」よりも「夫働き型」の割合
の方が高くなり、「夫働き型」の割合は「短大・高専卒」では75.8％となっている。つまり、「夫働き型」
か「共働き型」かを決定する要因として、妻の学歴による影響は20代においては大きく、30代においては小
さいものと考えられる。
　以上の分析結果から、大都市において「近代家族」を成立させる社会的条件について、考察を行う。大都
市において、20代と30代の有配偶者のうち９割近くは、配偶者や子どものみと同居し、夫婦のみもしくは
夫婦と子どもからなる世帯を形成している。つまり、実親や義親などと同居している配偶者は１割程度であ

22 学歴に関しては、2000年時点では配偶者の学歴がデータとして取られていないため、2010年と比べてサ
ンプル数が非常に少なくなってしまっている。そのため、主に2010年時点におけるデータを中心に分析を行
い、2000年時点におけるデータは参考値として用いるにとどめる。次章以降も同様。
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り、有配偶者にとって頼れる者は配偶者のみである場合がほとんどなのではないかと考えられる。また、20
代では、そもそも有配偶者率が低く、また配偶者をもつに至っても夫の学歴によらず「共働き型」になりや
すいが、妻の学歴による影響は大きく「短大・高専卒」「大学・大学院卒」でなければ「夫働き型」になり
やすくなる。また30代では、夫や妻の学歴によらず「夫働き型」になりやすく、有配偶者の５割以上が「近
代家族」を形成している。つまり、大都市において、20代では、妻の学歴が低く安定した雇用先が見つから
なければ「夫働き型」になりやすく、結果として「近代家族」を形成するに至るのではないかと考えられ
る。また30代では、例えば子どもが生まれた場合、大都市であるがゆえに近隣に親など頼れる者がいない
可能性が高く、ゆえに妻が仕事をやめたり休んだりする必要があるのかもしれない。

　以上、本章では、大都市に住む人びとを対象にして、家族状況の現状や変化を分析した。全国動向とは異
なる、大都市の地域的な特徴が確認できた。
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第３章 市部における家族状況の変化

3-1: はじめに
　本章では、市部に住む人びとを対象にして、家族状況の現状や変化を分析する。
　なお、市部に住む人びとのサンプル数は、2000年では1630件、2010年では2790件である。

3-2: 居住者の社会属性
　本節では、市部に住む人びとの社会属性について、現状と2000年から2010年にかけての変化を明らかに
する。
　まず、市部に住む人びとの年代の割合を分析する。男女ともに、60代以降の高齢者の割合が増加している
一方、大都市に住む人びとと同じように、20代と50代の割合が減少している。また、2010年時点で、20代
と30代の若年層の割合は大都市と同じく男女ともに３割未満であり、60代以降の高齢者の割合は男性では
４割以上となっている。

　続いて、20代から50代までの学歴について分析する。「大学・大学院卒」の割合は2000年から2010年に
かけて、男性では、20代では34.9％から31.7％に減少、30代では36.3％から33.9％に減少、40代では
31.9％から36.2％に増加、50代では18.5％から34.7％に大きく増加している。女性では、20代では16.5％
から27.4％に大きく増加、30代では15.6％から18.9％に増加、40代では12.1％から17.1％に増加、50代で
も5.3％から10.5％に増加しており、どの年代でも増加傾向にあると言える。「大学・大学院卒」の割合は
2010年時点では、男性ではどの年代でも３割から４割となっている一方、女性では、20代では３割近くな
っているが、年代が上がるにつれて下がっていく。そのため、年代が上がるにつれて男女間の差は広がって
いくことになる。また、2010年時点での「中学・高校卒」の割合は、男女共にどの年代でも５割前後、特
に50代では６割近くになっており、市部に住む人びとの学歴では「中学・高校卒」が中心的なものになって
いると言える。
　次に、20代から50代までの有配偶者の割合に関して、分析する。2000年から2010年にかけて、男性で
は、30代でのみ微増しており、それ以外の年代では減少傾向にあり、特に20代で大きな減少が見られる。
女性でも、50代でのみ微増しているほかは、減少傾向が見られるが、20代での減少は男性と比べると微か
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なものにとどまっている。市部における変化を全国と比較すると、男女ともに、年代ごとの変化の傾向は全
国の動向に近い。また、大都市と比較すると、男性では、20代から50代までの全体で、2000年時点は大都
市の61.0％に対して70.5％と高かったが、2010年時点では大都市の67.2％に対して67.1％と、その差は縮
小している。

　次に、20代から50代の就労形態について分析する。男性では、全国や大都市と同じように、全ての年代
において「正規雇用・経営者」が主要な就労形態であり、2010年時点では20代で44.7％、30代で84.6％、
40代で77.4％、50代で75.2％となっている。また、大都市では見られなかった全国の特徴が市部では見ら
れ、2000年から2010年にかけて、20代における「正規雇用・経営者」の割合は68.3％から44.7％に大きく
減少し、「無就労」の割合は10.6％から29.8％に大きく増加している。
　女性では、2000年から2010年にかけて、20代では「正規雇用・経営者」の割合が52.4％から39.9％に減
少、「非正規雇用」の割合が19.0％から28.0％に増加、「自営業・家族従業者」の割合が3.2％から1.4％に
減少、「無就労」の割合が25.4％から30.8％に増大している。「無就労」の割合は20代以外の年代におい
ても増加しているが、その一方で「正規雇用・経営者」の割合は、30代では27.2％から34.4％に増加、40
代では26.9％から29.8％に微増している。「非正規雇用」の割合は、30代では29.4％から26.7％に微減、
40代では38.1％から38.7％と横ばい、50代では27.6％から30.2％と微増している。また、「自営業・家族
従業者」の割合は全ての年代で減少傾向にある。
　男性と女性を比較すると、市部においても就労形態のジェンダー的差異が確認できる。また、大都市では
見られなかった、20代での「正規雇用・経営者」の割合における男女差の縮小傾向は、市部でも確認でき
た23。加えて、全国において男女で共通して見られた20代における「非正規雇用」「無就労」の割合の増加
は、市部でも見られた。20代に限れば、全国における就労形態の動向は、市部における動向と概ね一致す
ると言える。

3-3: 有配偶者の社会属性
　本節では、市部における20代から40代までの有配偶者の社会属性について分析する。まず、有配偶者の学

23 2000年から2010年にかけて、20代の男性では68.3％から44.7％に減少、女性では52.4％から39.9％に
減少している。よって減少幅は、男性では約34.6％、女性では約23.9％となり、男性における減少幅の方が
大きくなる。
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歴や就労形態といった社会属性に着目して分析を行い、市部において配偶者をもつに至る社会的条件につい
て考察する。次に、働き方による世帯の類型化を行い、それぞれの世帯の割合を分析する。
　まず、学歴による有配偶者率を分析する。男性では、2000年から2010年にかけて、20代においては「中
学・高校卒」における有配偶者率が35.4％から23.4％に減少、「短大・高専卒」では25.0％から0.0％に減
少24、「大学・大学院卒」では26.7％から19.2％に減少しており、学歴によらず減少傾向にある。30代で
は、「中学・高校卒」では66.0％から66.7％に横ばい、「短大・高専卒」では75.0％から76.9％に微増、
「大学・大学院卒」では72.7％から73.4％に微増しており、学歴によらずほぼ変化が見られない。40代で
は、「中学・高校卒」では81.4％から78.4％に減少、「短大・高専卒」では75.0％から78.3％に増加、
「大学・大学院卒」では86.4％から77.9％に減少している。全国での動向と同じく、学歴によらず20代で
は低く、30代以降で全体として有配偶者率が上昇するため、学歴の影響は小さいと言える。
　一方女性では、全国や大都市と同じく20代の「大学・大学院卒」における有配偶者率の低さが目立つ。
2000年から2010年にかけて10.5％から20.6％に増加しているものの、2010年時点で「中学・高校卒」では
42.1％、「短大・高専卒」では33.3％となっており、20代女性において学歴の影響は大きいと言える。ま
た、30代と40代においては学歴によらず有配偶者率は減少傾向にある。また、2010年時点において30代の
「中学・高校卒」では78.6％、「短大・高専卒」では74.1％、「大学・大学院卒」では64.4％、40代の
「中学・高校卒」では82.4％、「短大・高専卒」では86.5％、「大学・大学院卒」では77.6％となってお
り、20代と比べると「大学・大学院卒」とそれ以外の学歴との有配偶率の差は小さくなっている。つまり市
部において、女性では20代においては学歴の影響が大きいが、30代以降ではその影響が小さくなっている
のだと考えられる。
　続いて、 就労形態による有配偶者率を分析する。男性では、年代によらず「正規雇用・経営者」で一貫
して有配偶者率が高くなり、2010年時点で20代では31.4％、30代では75.2％、40代では85.7％となってい
る。また、2000年から2010年にかけて、20代では「正規雇用・経営者」「自営業・家族従業者」の有配偶
者率が減少しているが、30代と40代では「正規雇用・経営者」の有配偶者率は増加し、それ以外の全ての
就労形態で減少している。また、30代と40代では「非正規雇用」「無就労」で有配偶者率が低く、2010年
時点では、30代では「非正規雇用」で14.3％、「無就労」で28.6％、40代では「非正規雇用」で44.4％、
「無就労」で25.0％となっている。
　一方女性では、20代「正規雇用・経営者」の有配偶者率の低さが目立ち、2000年時点では13.6％、2010
年時点では12.3％となっている。また、2010年時点では、30代と40代でも「正規雇用・経営者」の有配偶
者率は最も低くなっており、30代では他の就労形態で７割以上となるなか49.4％、40代では他の就労形態
で８割以上となるなか62.1％である。また、年代によらず「無就労」の有配偶者率が高く、2010年時点で
20代では50.0％、30代では95.5％、40代では94.5％となっている。
　つまり、市部における有配偶者率に対する就労形態による影響は、男性では、年代によらず「正規雇用・
経営者」のプラスの影響が大きいが、特に30代と40代で大きく、また30代と40代では「非正規雇用」「無
就労」のマイナスの影響が大きいのではないかと考えられる。また女性では、男性とは反対に年代によらず
「正規雇用・経営者」のマイナスの影響が大きく、また「無就労」のプラスの影響が大きいと考えられる。
　以上の分析結果から、市部において配偶者をもつに至る社会的条件について、考察を行う。配偶者をもつ
か否かに対して、男性ではどの年代でも学歴による影響が小さく、就労形態による影響が主な要因になって

24 なお、2010年時点における20代男性の「短大・高専卒」全体の絶対数は、9である。
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いると考えられる。一方女性では、学歴による影響は20代では大きいが30代以降は小さくなり、相対的に
30代と40代では就労形態による影響大きくなるのだと考えられる。そして、市部において配偶者をもつに至
りやすい条件とは具体的には、男性では学歴によらず、20代では「正規雇用・経営者」である、30代と40
代では「正規雇用・経営者」であり「非正規雇用」「無就労」でない、ということになる。また女性では、
20代では「無就労」であり「大学・大学院卒」「正規雇用・経営者」でない、30代と40代では「無就労」
であり「正規雇用・経営者」でない、ということになる。
　次に、働き方によって世帯の類型化を行い、それぞれの類型世帯の割合を分析する。「夫働き型」「共働
き型」の割合に着目すると、2000年から2010年にかけて、「夫働き型」「共働き型」の割合は年代によら
ずともに増加傾向にある。一方で「自営業型」は逆に年代によらず減少傾向にある。また、20代のうちは
「夫働き型」の割合が５割近くで最も高く、「共働き型」が４割程度と続くが、年代が上がるにつれて「夫
働き型」の割合は下がっていき、逆に「共働き型」の割合が上がっていく。つまり、市部においては、全国
での傾向と同じように、20代のうちは「夫働き型」で、30代や40代になって他の就労形態に変わる、とい
う者が少なくないのではないかと考えられる。

3-4: 「近代家族」形成者の社会属性
　本節では、市部において「近代家族」を形成している者の社会属性について分析する。また、分析結果を
踏まえた上で、市部において「近代家族」を成立させる社会的条件について、考察する。
　まず、市部において、「近代家族」を形成する者がどれくらいの割合で存在しているのかを分析する。
2000年時点で「近代家族」を形成しているのは、20代全体のうち12.7％、20代有配偶者のうち38.0％であ
り、30代全体のうち21.6％、30代有配偶者のうち29.5％である。また2010年時点では、20代全体のうち
9.7％、20代有配偶者のうち41.7％であり、30代全体のうち25.1％、30代有配偶者のうち34.6％である。
2000年から2010年にかけての変化を見ると、有配偶者のうち「近代家族」を形成する者の割合は20代でも
30代でも増加しており、特に20代で大きく増加している。20代全体での変化を見ると減少しているが、こ
れは市部における20代の有配偶者率そのものが大きく減少しているためであると考えられる。
　そこで次に、市部に住む有配偶者が「近代家族」を成立させる前提として、夫婦のみもしくは夫婦と子ど
もからなる世帯、および「夫働き型」世帯が成立する社会的条件について考察したい。
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　まず、20代と30代の配偶者のうち、夫婦のみもしくは夫婦と子どもからなる世帯を形成する者の割合を
分析する。2000年時点では、20代では72.2％、30代では71.9％である。また2010年時点では、20代では
86.7％、20代では77.4％である。2000年から2010年にかけて、20代と30代ともに増加している。ただ、
いずれにせよ、大都市と比べると割合が低くなる。
　次に、 20代と30代の有配偶者における「夫働き型」世帯の形成者について、特に「共働き型」世帯の形
成者と比較しながら、夫の学歴、妻の学歴について分析する。
　まず、夫の学歴における「夫働き型」世帯の割合について分析する。「共働き型」世帯の割合と比較する
と、2010年時点では、20代では「中学・高校卒」では「夫働き型」よりも「共働き型」の割合の方が高
く、「大学・大学院卒」では「共働き型」よりも「夫働き型」の割合の方が高くなる。「夫働き型」の割合
は「中学・高校卒」では44.4％、「短大・高専卒」では50.0％、「大学・大学院卒」では62.5％となって
いる。一方、30代では年代によらず「夫働き型」よりも「共働き型」の割合の方が高くなり、「夫働き型」
の割合は「中学・高校卒」では35.8％、「短大・高専卒」では44.2％、「大学・大学院卒」では47.4％と
なる。つまり、「夫働き型」か「共働き型」かを決定する要因として、夫の学歴による影響は20代では大き
く、30代では小さいものと考えられる。
　次に、妻の学歴における「夫働き型」世帯の割合について分析する。「共働き型」世帯の割合と比較する
と、2010年時点では、20代では「中学・高校卒」「大学・大学院卒」において「共働き型」よりも「夫働
き型」の割合の方が高くなり、反対に「短大・高専卒」において「夫働き型」よりも「共働き型」の割合の
方が高くなる。「夫働き型」の割合は「中学・高校卒」では55.9％、「短大・高専卒」では33.3％、「大
学・大学院卒」では63.6％となっている。一方、30代では、20代とは反対に「短大・高専卒」において
「共働き型」よりも「夫働き型」の割合の方が高くなり、「中学・高校卒」「大学・大学院卒」において
「夫働き型」よりも「共働き型」の割合の方が高くなっている25。「夫働き型」の割合は「中学・高校卒」
では37.9％、「短大・高専卒」では49.5％、「大学・大学院卒」では38.0％となっている。つまり、「夫
働き型」か「共働き型」かを決定する要因として、妻の学歴による影響は年代によらず大きいが、20代と
30代では逆の作用をするものと考えられる。
　以上の分析結果から、市部において「近代家族」を成立させる社会的条件について、考察を行う。市部に
おいて、多くの有配偶者は配偶者や子どもとのみ同居しているが、大都市と比べると実親や義親などの頼れ
る者と同居している割合が高い。また、若い有配偶者ほど「夫働き型」世帯の割合が高くなるが、年代が上
がるにつれて「夫働き型」世帯の割合が低くなり「共働き型」世帯の割合が高くなる。また、20代では、夫
の学歴による影響が大きく、夫の学歴が高ければ「夫働き型」になりやすく、低ければ「共働き型」になり
やすい。加えて、妻の学歴による影響もあり、「中学・高校卒」「大学・大学院卒」であるか「短大・高専
卒」であるかによって、「夫働き型」「共働き型」のどちらになりやすいかが分かれる。市部においては男
女ともに「中学・高校卒」が中心的な学歴であることを考えると、20代男性では「正規雇用・経営者」の有
配偶者率が高いことから、安定した雇用を得やすい高学歴者ほど「夫働き型」世帯を形成しやすいのではな
いかと考えられる。また、20代女性ではそもそも「大学・大学院卒」や「正規雇用・経営者」の有配偶者率
が低い。つまり20代の高学歴女性は、結婚せずに働いているか、もしくは結婚して仕事をやめているか、ど
ちらかの場合が多いのではないかと考えられる。一方で、30代では、夫の学歴によらず「夫働き型」になり

25 30代におけるこの傾向は2000年時点においても一致しており、「夫働き型」の割合は「中学・高校卒」
では27.0％、「短大・高専卒」では48.0％、「大学・大学院卒」では50.0％となっている。
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やすいが、妻の学歴が「中学・高校卒」もしくは「大学・大学院卒」であれば「夫働き型」にはなりにくく
なる。妻の学歴の影響は20代とは逆の効果になっているが、これは年代が上がったことにより、妻が働かな
ければならないほど収入に余裕がなくなったか、もしくは働けるほど時間に余裕ができたのではないかと考
えられる。

　以上、本章では、市部に住む人びとを対象にして、家族状況の現状や変化を分析した。全国動向とも大都
市とも異なる、市部の地域的な特徴が確認できた。
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第４章 町村における家族状況の変化

4-1: はじめに
　本章では、町村に住む人びとを対象にして、家族状況の現状や変化を分析する。
　なお、町村に住む人びとのサンプル数は、2000年では728件、2010年では1270件である。

4-2: 居住者の社会属性
　本節では、町村に住む人びとの社会属性について、現状と2000年から2010年にかけての変化を明らかに
する。
　まず、町村に住む人びとの年代の割合を分析する。大都市や市部に住む人びとと同じように、20代と50
代の割合が減少している。また、2010年時点で、20代と30代の若年層の割合は大都市と同じく男女ともに
２割弱であり、大都市や市部と比べて最も低い。反対に、60代以降の高齢者の割合は男女ともに４割以上
となっており、特に女性の高齢者の割合は大都市や市部と比べて最も高くなっている。

　続いて、20代から50代までの学歴について分析する。「大学・大学院卒」の割合は、男性では2000年か
ら2010年にかけて、20代では36.7％から19.0％に減少、30代では16.3％から29.8％に増加、40代では
20.8％から39.0％に増加、50代でも16.5％から19.8％に増加しており、20代以外の年代では増加傾向にあ
ると言える。女性でも、20代では18.4％から15.1％に減少、30代では4.1％から17.8％に増加、40代では
3.2％から12.3％に増加、50代でも2.3％から9.8％に増加しており、男性と同じく20代以外の年代で増加傾
向にある。
　また、男女ともに20代以外の年代では、「中学・高校卒」の割合は減少、「短大・高専卒」の割合は増
加しており、20代では「大学・大学院卒」が減少しているためか、どちらも増加してる。市部に住む人びと
同じく、男女ともにどの年代でも「中学・高校卒」が中心的だが、その割合は高く、2010年時点では20代
と50代の男性、40代と50代の女性で７割前後となっている。
　次に、20代から50代までの有配偶者の割合に関して、分析する。2000年から2010年にかけて、男性で
は、20代では大きく増加しているが、それ以外の年代では減少傾向にある。女性では、20代と50代で増
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加、30代と40代で減少している。町村における変化を他の地域と比較すると、男女ともに、20代の有配偶
者率が唯一増加している。また、男性全体の有配偶者率は、2000年時点では大都市の61.0％、市部の
70.5％に対して72.5％と高かったが、2010年時点ではいずれも67％代であり、地域差は縮小していると言
える。女性では、2010年時点での有配偶者率を他の地域と比較すると、どの年代でも最も高くなってい
る。

　次に、20代から50代の就労形態について分析する。男性では、他の地域と同じように、全ての年代にお
いて「正規雇用・経営者」が主要な就労形態であり、2010年時点では20代で58.0％、30代で78.8％、40代
で81.9％、50代で69.2％となっている。また、大都市では見られず市部では見られた全国の特徴が町村で
も見られ、2000年から2010年にかけて、20代における「正規雇用・経営者」の割合は82.8％から58.0％に
大きく減少し、「無就労」の割合は10.3％から18.0％に増加している。
　女性では、2000年から2010年にかけて、20代では「正規雇用・経営者」の割合が48.7％から42.4％に減
少、「非正規雇用」の割合が20.5％から35.6％に増加、「自営業・家族従業者」の割合が7.7％から0.0％に
減少、「無就労」の割合が23.1％から22.0％に減少している。「無就労」の割合は50代でのみ微増している
が、それ以外の全ての年代では減少している。また、「正規雇用・経営者」の割合は、30代では20.0％から
35.3％に増加、40代では35.5％から33.6％に微減している。「非正規雇用」の割合は、30代では40.0％か
ら33.3％に減少、40代では29.0％から45.8％に大きく増加しており、50代では31.8％から31.0％とほぼ横
ばいである。また、「自営業・家族従業者」の割合は30代でのみ増加しており、それ以外全ての年代では減
少傾向にある。
　男性と女性を比較すると、町村においても就労形態のジェンダー的差異が確認できる。また、大都市では
見られなかった、20代での「正規雇用・経営者」の割合における男女差の縮小傾向は、町村でも確認でき
た26。さらに、全国と市部において男女で共通して見られた、20代における「非正規雇用」の割合の増加
は、町村でも見られた。

4-3: 有配偶者の社会属性
　本節では、町村における20代から40代までの有配偶者の社会属性について分析する。まず、有配偶者の学

26 2000年から2010年にかけて、20代男性では82.8％から58.0％に、女性では48.7％から42.4％に減少し
ており、減少幅は男性の方が大きい。
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歴や就労形態といった社会属性に着目して分析を行い、町村において配偶者をもつに至る社会的条件につい
て考察する。次に、働き方による世帯の類型化を行い、それぞれの世帯の割合を分析する。
　まず、学歴による有配偶者率を分析する。男性では、2000年から2010年にかけて、学歴によらず20代に
おいては増加傾向、30代と40代では減少傾向となっている。また、2010年時点では、20代においては「中
学・高校卒」では30.0％、「短大・高専卒」では25.0％、「大学・大学院卒」では25.0％、30代において
は「中学・高校卒」では62.7％、「短大・高専卒」では87.5％、「大学・大学院卒」では60.0％、 40代に
おいては「中学・高校卒」では73.8％、「短大・高専卒」では75.0％、「大学・大学院卒」では78.1％と
なっており、全国や市部と同じく学歴の影響は小さいと言える。
　一方女性では、他の地域と同じく20代の「大学・大学院卒」における有配偶者率の低さが目立つ。また、
2000年から2010年にかけて14.3％から12.5％に減少している一方、「中学・高校卒」では33.3％と横ば
い、「短大・高専卒」では30.0％から40.0％に増加しており、20代女性において学歴の影響は大きいと言
える。また、30代においては学歴によらず有配偶者率は減少傾向にあり、40代においては、「短大・高専
卒」では減少しているが、それ以外の学歴では横ばいとなっている。町村においては、市部と同じように、
女性では20代においては学歴の影響が大きいが、30代以降ではその影響があまり見られなくなっている。
　続いて、 就労形態による有配偶者率を分析する。男性では、年代によらず「正規雇用・経営者」「自営
業・家族従業者」で一貫して有配偶者率が高くなり、2010年時点で「正規雇用・経営者」の割合は、20代
では31.0％、30代では68.7％、40代では82.4％、「自営業・家族従業者」の割合は、20代では50.0％、30
代では75.0％、40代では71.4％となっている。一方女性では、年代によらず「非正規雇用」「無就労」で
一貫して有配偶者率が高くなり、2010年時点で「非正規雇用」の割合は、20代では38.1％、30代では
79.4％、40代では98.0％、「無就労」の割合は、20代では30.8％、30代では79.2％、40代では92.3％とな
っている。反対に「正規雇用・経営者」で年代によらず一貫して有配偶者率が低くなり、2010年時点で20
代では24.0％、30代では63.9％、40代では83.3％となっている。ただし、30代では全ての就労形態で有配
偶者率が６割以上、40代では７割以上となっているため、30代と40代では就労形態によらず全体として有
配偶者率が高いと言える。
　つまり、町村における有配偶者率に対する就労形態による影響は、男性では、年代によらず「正規雇用・
経営者」「自営業・家族従業者」のプラスの影響が大きいのではないかと考えられる。また女性では、年代
によらず「非正規雇用」「無就労」のプラスの影響が大きく、またそれほど大きくはないものの「正規雇
用・経営者」のマイナスの影響があるのではないかと考えられる。
　以上の分析結果から、町村において配偶者をもつに至る社会的条件について、考察を行う。配偶者をもつ
か否かに対して、男性ではどの年代でも学歴による影響が小さく、就労形態による影響が主な要因になって
いると考えられる。一方女性では、学歴による影響は20代では大きいが30代以降は小さくなり、相対的に
30代と40代では就労形態による影響大きくなるのだと考えられる。そして、町村において配偶者をもつに至
りやすい条件とは具体的には、男性では学歴や年代によらず、「正規雇用・経営者」「自営業・家族従業
者」である、ということになる。また女性では、20代では「非正規雇用」「無就労」であり「大学・大学
院卒」「正規雇用・経営者」でない、30代と40代では「非正規雇用」「無就労」であり「正規雇用・経営
者」でない、ということになる。
　次に、働き方によって世帯の類型化を行い、それぞれの類型世帯の割合を分析する。「夫働き型」「共働
き型」の割合に着目すると、2000年から2010年にかけて、年代によらず「夫働き型」の割合は減少傾向、
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「共働き型」の割合は増加傾向にあり、「夫働き型」と「共働き型」の割合の差が著しい。また、「共働き
型」の割合が年代によらず最も高く、2010年時点ではどの年代でも８割ほどになっている。つまり、農村
においては、年代によらず「共働き型」が中心的なのだと考えられる。

4-4: 「近代家族」形成者の社会属性
　本節では、町村において「近代家族」を形成している者の社会属性について分析する。また、分析結果を
踏まえた上で、町村において「近代家族」を成立させる社会的条件について、考察する。
　まず、町村において、「近代家族」を形成する者がどれくらいの割合で存在しているのかを分析する。
2000年時点で「近代家族」を形成しているのは、20代全体のうち6.9％、20代有配偶者のうち38.5％であ
り、30代全体のうち13.4％、30代有配偶者のうち16.9％である。また2010年時点では、20代全体のうち
3.7％、20代有配偶者のうち13.3％であり、30代全体のうち13.9％、30代有配偶者のうち19.8％である。
2000年から2010年にかけての変化を見ると、「近代家族」を形成する者の割合は、20代では大きく減少
し、30代では微増している。なお、2000年から2010年にかけて、20代でも30代でも町村における有配偶者
率は減少している。そのため、20代全体のうち「近代家族」を形成する者の割合は、2010年時点で5％にも
満たない。
　そこで次に、町村に住む有配偶者が「近代家族」を成立させる前提として、夫婦のみもしくは夫婦と子ど
もからなる世帯、および「夫働き型」世帯が成立する社会的条件について考察したい。
　まず、20代と30代の配偶者のうち、夫婦のみもしくは夫婦と子どもからなる世帯を形成する者の割合を
分析する。2000年時点では、20代では50.0％、30代では46.3％である。また2010年時点では、20代では
66.7％、20代では66.4％である。2000年から2010年にかけて、20代と30代ともに大きく増加している。
また、20代と30代の割合を比べると、それほど大きな差異は見られない。大都市や市部と比べると、町村
では、有配偶者のうち、実親や義親など配偶者や子ども以外の者と同居している割合が高いと言える。
　次に、 20代と30代の有配偶者における「夫働き型」世帯の形成者について、特に「共働き型」世帯の形
成者と比較しながら、夫の学歴、妻の学歴について分析する。
　まず、夫の学歴における「夫働き型」世帯の割合について分析する。「共働き型」世帯の割合と比較する
と、2010年時点では、20代では学歴によらず「夫働き型」よりも「共働き型」の割合の方が高くなり、
「夫働き型」の割合は「中学・高校卒」では38.1％、「短大・高専卒」では0.0％、「大学・大学院卒」で
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は33.3％となっている。また、30代でも20代と同じく、年代によらず「夫働き型」よりも「共働き型」の
割合の方が高くなり、「夫働き型」の割合は「中学・高校卒」では28.4％、「短大・高専卒」では26.7％、
「大学・大学院卒」では35.9％となる27。つまり、「夫働き型」か「共働き型」かを決定する要因として、
夫の学歴による影響は小さく、年代や夫の学歴によらず「共働き型」になりやすいのだと考えられる。
　次に、妻の学歴における「夫働き型」世帯の割合について分析する。「共働き型」世帯の割合と比較する
と、2010年時点では、20代では「中学・高校卒」「短大・高専卒」において「夫働き型」よりも「共働き
型」の割合の方が高くなり、「夫働き型」の割合は「中学・高専卒」では30.0％、「短大・高専卒」では
14.3％となっている。また、30代でも、20代と同じく「中学・高校卒」「短大・高専卒」において「夫働
き型」よりも「共働き型」の割合の方が高くなり、「夫働き型」の割合は「中学・高校卒」では28.4％、
「短大・高専卒」では28.2％となっている。つまり、「夫働き型」か「共働き型」かを決定する要因とし
て、妻の学歴による影響は年代によらず大きく、20代と30代ともに「中学・高校卒」「短大・高専卒」で
は「共働き型」になりやすいものと考えられる。
　以上の分析結果から、町村において「近代家族」を成立させる社会的条件について、考察を行う。町村に
おいては、有配偶者のうち2000年時点で５割以上、2010年時点で３割以上が、実親や義親などと同居して
いる。また、年代によらず「共働き型」が中心的になっており、「夫働き型」世帯を形成する者は限られて
いる。おそらく、妻が働かなければならないほど収入に余裕がないというよりは、実親や義親など頼れる者
と同居しているか、別居していても近隣に住んでいるなどして、妻に働けるほどの時間の余裕があるという
側面のほうが大きいのではないかと考えられる。また、基本的には「共働き型」の割合が高いが、「夫働き
型」か「共働き型」かを決定する要因は、夫の学歴よりも妻の学歴による影響が大きいと考えられ、妻が
「大学・大学院卒」であれば少なくとも「共働き型」になりやすいとは言えない。つまり、妻が「大学・大
学院卒」であれば「夫働き型」か「共働き型」かに二分するのだと考えられる。また、有配偶者率に対する
就労形態による影響は、女性では年代によらず「非正規雇用」「無就労」のプラスの影響が大きく、それほ
ど大きくはないものの「正規雇用・経営者」のマイナスの影響があることを考えれば、町村において「大
学・大学院卒」の有配偶女性の多くは「非正規雇用」か「無就労」かに分かれてしまい、安定した雇用を得
にくいのかもしれない。

　以上、本章では、町村に住む人びとを対象にして、家族状況の現状や変化を分析した。他の地域とは異な
る、町村の地域的な特徴が確認できた。

27 この傾向は、30代においては2000年時点でも一致しており、「夫働き型」の割合は「中学・高校卒」で
は37.5％、「短大・高専卒」では0.0％、「大学・大学院卒」では16.7％となっている。
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結論

はじめに
　本研究では、大都市、市部、町村のそれぞれの地域における家族状況の現状や変化について分析した。ま
た、それぞれの地域において、有配偶者や「近代家族」を形成する者の社会属性を明らかにし、配偶者をも
つに至る社会的条件や、「近代家族」を成立させる社会的条件について考察した。
　以上の分析結果を踏まえた上で、それぞれの地域を比較し、地域的差異について考察を行う。

居住者の地域的特徴
　まず、大都市、市部、町村のそれぞれの地域によって、居住者の社会属性にどのような違いや共通点があ
るのかをまとめる。まず年齢に関して、2000年から2010年にかけて３つの地域で共通して男女ともに20代
と50代の割合が減少している。これは、いわゆる団塊の世代や団塊ジュニアと呼ばれる世代の人びとの年代
が移ったことによるものだと考えられる。また、どの地域でも20代と30代の若年層の割合は３割未満と低
く、60代以上の高齢層の割合は４割以上と高くなっており、この若年層と高齢層の年齢分布の偏りは農村に
おいて顕著になっている。
　次に学歴に関して、「大学・大学院卒」の割合は年代によらず概ね、大都市で最も高く町村で最も低い。
特に大都市では男性の高学歴化が進んでおり、市郡規模による学歴の違いが明確に表れていると言える。ま
た市部においては、男女における「大学・大学院卒」の割合は年代が上がるにつれて差が広がっている。市
部と農村では「中学・高校卒」が学歴として主要なものになっている。
　最後に就労形態に関して、どの地域でも男性は年代によらず「正規雇用・経営者」が主要な就労形態とな
っている。また2000年から2010年にかけて、20代男性における「無就労」の割合はどの地域でも共通して
増加傾向にある。またどの地域でも男女間での就労形態の差が見られたが、大都市以外の地域では20代での
「正規雇用・経営者」の割合における男女差は縮小傾向にあり、反対に大都市では男女差は拡大していた。

有配偶者の地域的特徴
　次に、 それぞれの地域によって、有配偶者の社会属性にどのような違いや共通点があるのかをまとめる。
まず有配偶者率の変化について、大都市では、男性では30代と40代で増加、50代では減少しており、女性
ではどの年代でも減少傾向にあり、特に30代で大きく減少している。市部では、全体として減少傾向にあ
り、また市部における年代ごとの変化の傾向は、全国における傾向に近い。市部は人口的に一番多くなるた
め、市部の特徴が全国的な特徴として表れやすいのだと言える。そのため、有配偶者率に限らず、全国的な
マクロな傾向とは、市部における傾向がそのまま表れたものである可能性がある。町村では、男女ともに
20代の有配偶者率が３つの地域で唯一増加しており、特に20代男性では大きく増加している。また、３つ
の地域における男性全体の有配偶者率を比較すると、地域差は2000年から2010年にかけて縮小している。
　また、配偶者をもつに至る社会的条件について述べる。男性では、地域や年代によらず「正規雇用・経営
者」であれば有配偶者となりやすくなっており、これは全国的な傾向と言っても良いだろう。逆に言えば、
全国的に「正規雇用・経営者」の者とそれ以外の就労形態の者とでは、有配偶者率に差が生まれやすく、さ
らにそれは地域を移動しても改善しづらいということになる。また、男性では学歴による影響が小さい傾向
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にあるが、これは学歴の影響がそのまま表れていないだけで、就労形態を通して間接的に影響している可能
性がある。一方女性では、男性と比べると就労形態や学歴の影響が地域や年代によって異なることが多く、
有配偶者のあり方が多様であると言える。

働き方世帯類型の地域的特徴
　次に、 それぞれの地域によって、夫婦の働き方にどのような違いがあるのかをまとめる。大都市では、
20代のうちは「共働き型」の割合が６割近くで最も高くなるが、30代や40代になると「夫働き型」や「自
営業型」が増加する傾向にある。市部では、全国での傾向と同じく、20代のうちは「夫働き型」の割合が
多いが、年代が上がるにつれて「夫働き型」の割合は下がっていき、逆に「共働き型」の割合が上がってい
く傾向にある。町村では、年代によらず「共働き型」が主要となっており、「夫働き型」は2000年から
2010年にかけてどの年代でも減少傾向にある。
　このように、有配偶者の働き方による世帯類型には地域的な特徴が明確に見られた。また、配偶者や子ど
も以外の者と同居している割合は、居住地域の人口規模と関連しており、大都市では低く、町村では高かっ
た。そして、「共働き型」世帯では、夫婦にとって頼れる者が他にいないために、妻も働かなければならな
いほど収入に余裕がないという場合と、頼れる者が近くにいるために妻が働けるほど時間に余裕があるとい
う場合の、２つのパターンが考えられる。これらを踏まえて考察すると、大都市では、物価や家賃などの生
活費が高い上に、収入や育児などの面で実親や義親に頼りにくい環境にあると言える。そのため、20代のう
ちは夫の収入が少ないため妻も働く必要があるが、夫が「正規雇用・経営者」の場合には年代が上がると収
入も上がることが多いため、「共働き型」から「夫働き型」などへの移行が見られるのではないだろうか。 
市部では、年代が上がるにつれて「夫働き型」から「共働き型」へ移行していると考えられるが、これには
年代が上がると子どもの年齢も上がり時間に余裕ができるといった背景があるのではないだろうか。加え
て、大都市と市部では年代と夫婦の働き方との関連に逆の傾向が見られるが、これは有配偶者の居住地域の
移動という可能性が考えられる。大都市に住む20代の「共働き型」世帯が、年代が上がっても夫の収入が高
くならない場合は、そのまま「共働き」型のままでいるか、もしくは家賃などが比較的安い市部へと移り住
むという可能性が考えられる。また同時に、市部に住む20代の「夫働き型」世帯が、年代が上がって夫の収
入が高くなることで、大都市へと移動しそのまま「夫働き型」世帯を継続する可能性も考えられる。このよ
うに、大都市と市部の間では居住者の移動が起こりやすいのではないかと考えられる。町村では「共働き
型」が中心的であるが、これは実親や義親と同居している割合が大都市や市部と比べて高く、子どもを親に
預けるなどして時間に余裕がある場合が多いのではないかと考えられる。今回はあまり細かい分析ができな
かったが、実親や義親など夫婦にとって頼れるものがすぐ近くにいるかどうかによって、夫婦の働き方は大
きく左右されるのではないかと考えられる。働き方による世帯類型の地域的な特徴がどのような要因による
のかを明らかにするため、さらなる分析が必要になるだろう。

「近代家族」の成立条件
　最後に、現在の日本社会において「近代家族」が成立する社会的条件について考察する。大都市では、配
偶者や子ども以外の者、たとえば実親や義親などと同居する者は、有配偶者のうち１割程度しかいない。そ
のため、大都市の有配偶者は収入や育児などにおいて、自分と配偶者の２人で分担するしかない場合が多い
のではないかと考えられる。また、20代では、妻が低学歴であれば「近代家族」になりやすい。30代で
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は、夫や妻の学歴によらず「近代家族」になりやすく、2010年時点で有配偶者のうち５割以上が「近代家
族」を形成している。前述したように、大都市では生活費が高いため、20代のうちは「共働き」型でないと
生活が成り立たないが、30代になって夫の収入が高くなると「夫働き」型となる世帯が増え、「近代家族」
に変化しやすいのではないかと考えられる。また、30代になっても夫の収入が高くならない場合は、「共働
き」型のままでいるか、もしくは家賃などが比較的安い市部へと移り住む世帯が多い可能性も考えられる。
市部では、実親や義親などと同居する有配偶者の割合は、大都市と比べるとやや多い。また、20代のうち
は「夫働き型」の割合が多いが、年代が上がるにつれて「夫働き型」の割合は下がり「共働き型」の割合が
上がっていく。そのため、有配偶者のうち「近代家族」の割合は、20代では４割近くになるが、30代にな
ると３割程度に減少する。学歴を見ると、20代で「近代家族」を形成している場合、妻の学歴が「中学・高
校卒」か「大学・大学院卒」かに二極化していると言える。30代では、20代とは反対に妻の学歴が「短
大・高専卒」であれば「近代家族」になりやすい。また前述の通り、大都市と市部の間では居住者の移動も
考えられる。町村では、そもそも、有配偶者のうち配偶者と子ども以外の者と同居する割合が３割以上と高
く、夫婦の働き方は「共働き型」が中心的であるため、「近代家族」を形成する者は限られている。町村に
住む若年有配偶者は、実親や義親と同居か近居している場合が多く、そうでない場合はそもそも大都市や市
部へと移動するのではないかと考えられる。事実、町村の年齢分布は、若年者が少なく高齢者が多いという
偏りが顕著である。そのため、町村は必然的に、若年有配偶者にとって「共働き型」になりやすい環境にあ
ると言える。
　以上を踏まえると、親や義親などと同居している割合が低い都市では「共働き」型の割合が高くなり、同
居している割合が高い地方では「夫働き」型が高くなるのだと言える。つまり、夫婦にとって頼りになる者
が近くにいなければ、収入や子どもを育てる時間の両方を夫婦のみで確保しなければならず、それゆえ子ど
もが生まれれば「近代家族」を形成せざるを得なくなる。そのため、「近代家族」は地方よりも都市に多く
なりやすいのだと考えられる。本研究では、家族形態や夫婦の就労形態は、居住する地域に左右されやすい
のだという結果が示された。
　かつて「標準家族」とされ、もしかすると現在もそのように考えられているかもしれない「近代家族」と
いう形態は、しかし現在の日本社会においては、恵まれた家族形態であるとは言いがたいだろう。家族を新
たに形成し継続させていくためには、収入や育児のための時間といった資源が必要となる。これらの資源
を、夫婦のみで確保するのか、それともそれ以外の者にも頼るのかによって、家族形態や夫婦の就労形態は
変わってくる。そして、夫婦にとって頼れる者が近くにおらず、それでも子どもをもつなどする場合、多く
の夫婦は「近代家族」を形成せざるを得ない。現在の日本においては、「近代家族」はもはや「標準家族」
とは言えず、多様な家族形態のひとつに過ぎないのである。

今後の課題
　まず序論でも述べた通り、サンプル数が少ないため正確な分析結果が出ていない可能性がある。
　また、今回扱ったデータはJGSSの2000年と2010年のデータのみであるが、JGSSは連続的に調査を行っ
ているため、他の年のデータを用いた分析を行い連続的な変化を見た上で、本研究の結果と合わせて考察す
る必要性がある。
　加えて、本研究では主にクロス集計表による分析を行ったが、統計分析としてはそれだけでは不十分だろ
うと思われる。実際、クロス集計表では有意な結果が出るが、例えば回帰分析では有意な結果が出ない、と
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いうようなことはありうる。そのため、今回とは異なる分析手法によって、本研究の分析結果に対して検討
を加える必要があるだろう。
　これら本研究で分析しきれなかった点については、今後の課題としたい。同時に、本研究の分析結果に対
してさらなる検討や修正が行われ、より詳細な研究が行われることに期待したい。
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